
◎郵政民営化法 
（平成一七年一〇月二一日法律第九七号）   

一、提案理由（平成一七年一〇月六日・衆議院郵政民営化に関する特別委員会） 

○竹中国務大臣 このたび、政府から提出いたしました郵政民営化法案、日本郵政株式

会社法案、郵便事業株式会社法案、郵便局株式会社法案、独立行政法人郵便貯金・簡易

生命保険管理機構法案、郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案

の六法案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 郵政民営化は、民間にゆだねることが可能なものはできる限りこれにゆだねることが、

より自由で活力ある経済社会の実現に資することにかんがみ、内外の社会経済情勢の変

化に即応し、日本郵政公社（以下「公社」と申し上げます。）にかわる新たな体制を確

立するものであり、地域社会の健全な発展及び市場に与える影響に配慮しつつ、公社が

有する機能を分割し、その機能を引き継ぐ新たな株式会社を設立するとともに、一定の

期間、同種の業務を営む事業者との対等な競争条件を確保するための措置を講ずるもの

であります。これにより、経営の自主性、創造性及び効率性を高め、公正かつ自由な競

争を促進するとともに、多様で良質なサービスの提供を通じた国民の利便の向上、資金

のより自由な運用を通じた経済の活性化を図り、もって国民生活の向上及び国民経済の

健全な発展に寄与することを目的とするものであります。この郵政民営化を実現するた

め、これら六法案を提出するものであります。 

 それぞれの法律案の概要について、順次御説明申し上げます。 

 初めに、郵政民営化法案についてであります。 

 第一に、郵政民営化の基本的な理念及び方針並びに国等の責務を定めております。 

 第二に、郵政民営化を推進するとともに、その状況を監視するため、政府に、郵政民

営化推進本部及び郵政民営化委員会を平成二十九年九月三十日まで設置することとし、

郵政民営化委員会が、三年ごとに、郵政民営化の進捗状況について総合的な見直しを行

うこと、郵政民営化推進本部がその見直し等について国会に報告すること等郵政民営化

推進本部及び郵政民営化委員会の所掌事務、組織等について定めております。 

 第三に、準備期間中の公社の業務について、国際貨物運送に関する事業を行うことを

主たる目的とする会社に出資することができる等の特例等を定めております。 

 第四に、日本郵政株式会社を準備期間中に設立することとし、日本郵政株式会社に、

公社の業務等の承継に関する実施計画を作成させ、この実施計画に関する事項を決定す

る経営委員会を設置することその他の準備期間中の業務の特例等並びに移行期間中の郵

便貯金銀行及び郵便保険会社の株式の保有及び完全処分等の業務の特例等について定め

ております。 

 第五に、郵便事業株式会社、郵便局株式会社及び独立行政法人郵便貯金・簡易生命保

険管理機構（以下「機構」と申し上げます。）を平成十九年十月一日に設立することと

し、その設立及び移行期間中の業務の特例等について定めております。 



 第六に、一般の商法会社として郵便貯金銀行及び郵便保険会社を日本郵政株式会社に

設立させるとともに、銀行法及び保険業法の特例等として、郵便貯金銀行及び郵便保険

会社がそれぞれ銀行業の免許及び生命保険業免許を平成十九年十月一日に受けたものと

みなすことを定めるほか、預入限度額、保険金額等の限度額、業務範囲等について適正

な競争関係等を確保するための必要な制限を加えるとともに、民営化に関する状況に応

じ、移行期間中にこれらの制限を解除し、自由な経営を可能としていくこと、郵便貯金

銀行及び郵便保険会社の定款に議決権の行使に関する事項を定めなければならないこと

等について定めております。 

 第七に、公社の業務等の日本郵政株式会社等及び機構への承継に関する基本計画、そ

の承継を円滑に行うための税制上の措置その他の所要の規定を設けております。 

……………（略）…………… 

 これら六法案は、一部を除き、平成十九年十月一日から施行することとしております。

なお、システム対応上の問題がある場合には民営化の実施時期を延期できるよう、所要

の規定を設けております。 

 以上が、郵政民営化法案等の六法案の提案理由及びその内容の概要でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院郵政民営化に関する特別委員長報告（平成一七年一〇月一一日） 

○二階俊博君 ただいま議題となりました内閣提出の郵政民営化関連六法案及び民主

党・無所属クラブ提出の郵政改革法案につきまして、郵政民営化に関する特別委員会に

おける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、内閣提出の郵政民営化関連六法案について申し上げます。 

 本六法案は、民間にゆだねることが可能なものはできる限りこれをゆだねることが、

より自由で活力ある経済社会を実現することにかんがみ、郵政民営化を実施するため必

要な事項を定めるものであります。 

 その主な内容は、平成十九年十月一日に日本郵政公社を解散するとともに、その機能

を引き継ぐ日本郵政株式会社、郵便事業株式会社、郵便局株式会社、郵便貯金銀行、郵

便保険会社、郵貯・簡保の旧契約を承継する独立行政法人を新たに設立するほか、準備

期間及び移行期間を通じて、同種の業務を営む事業者との対等な競争条件を確保するた

めの措置等を講じるものであります。 

 なお、本六法案は、さきの国会に提出された郵政民営化関連六法案に、衆議院におけ

る修正事項を盛り込むほか、民営化の実施時期を半年間延期するなどの措置を講ずるも

のであります。 

……………（略）…………… 

 以上の各案は、十月六日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、本委員会に付託

されました。 

 委員会におきましては、同日竹中郵政民営化担当大臣並びに提出者三谷光男君から提



案理由の説明を聴取いたしました。 

 質疑は、翌七日及び本日、各案を一括して行い、七日には小泉内閣総理大臣の出席を

求め、本日質疑を終局いたしました。 

 次いで、討論に入り、自由民主党及び公明党を代表して公明党の桝屋敬悟君から、内

閣提出の六法案に賛成、民主党・無所属クラブ提出の法案に反対、民主党・無所属クラ

ブの石関貴史君から、内閣提出の六法案に反対、民主党・無所属クラブ提出の法案に賛

成、日本共産党の塩川鉄也君から、内閣提出の六法案及び民主党・無所属クラブ提出の

法案にいずれも反対、社会民主党・市民連合の重野安正君から、内閣提出の六法案及び

民主党・無所属クラブ提出の法案にいずれも反対、国民新党・日本・無所属の会の亀井

久興君から、内閣提出の六法案及び民主党・無所属クラブ提出の法案にいずれも反対の

意見がそれぞれ述べられました。 

 次いで、順次、各案について採決いたしました結果、民主党・無所属クラブ提出の郵

政改革法案は賛成少数をもって否決すべきものと決し、内閣提出の郵政民営化関連六法

案は、いずれも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院郵政民営化に関する特別委員長報告（平成一七年一〇月一四日） 

○陣内孝雄君 ただいま議題となりました六法律案につきまして、郵政民営化に関する

特別委員会における審査の経過と結果を御報告いたします。 

 まず、郵政民営化法案は、郵政民営化推進本部及び郵政民営化委員会を平成二十九年

九月三十日まで設置し、同委員会が三年ごとに郵政民営化の進捗状況について総合的な

見直しを行い、同本部がその見直し等について国会に報告すること、持ち株会社となる

日本郵政株式会社をあらかじめ設立し、その子会社となる郵便貯金銀行及び郵便保険会

社を設立すること、公社の業務等の承継計画の策定等について定めるとともに、平成十

九年十月一日に、郵便事業株式会社、郵便局株式会社及び独立行政法人郵便貯金・簡易

生命保険管理機構を設立し、郵便貯金銀行及び郵便保険会社について、銀行業又は生命

保険業の免許を受けたものとみなし、最終的な民営化を実現するまでの移行期間中に、

持ち株会社は両会社の株式のすべてを処分しなければならないこと、両会社の定款に議

決権の行使に関する事項を定めなければならないこと等について定めようとするもので

あります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、六法律案を一括して議題とし、小泉内閣総理大臣の出席を求

めて質疑を行いました。 

 委員会における主な質疑は、総選挙の結果を踏まえた郵政民営化についての総理の所

感、郵便局ネットワークの維持、民営化委員会が三年ごとに行う見直しの対象範囲、民

営化委員会の委員の人選、公社の国際物流事業への進出、公社の国際貢献活動の現状と

民営化後の継続可能性、財投対象機関の整理縮小等に伴う国民負担の軽減策、金融のユ



ニバーサルサービスの確保、今後の構造改革に向けた政府の取組、郵政民営化と小さな

政府との関係、アメリカの対日要求と民営化の関連、民営化に伴う職員の雇用・勤務条

件への配慮等、広範多岐にわたっており、その詳細は会議録に譲ることといたします。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して藤末健三委員

から反対、自由民主党及び公明党を代表して弘友和夫理事から賛成、日本共産党を代表

して吉川春子委員から反対、社会民主党・護憲連合を代表して近藤正道委員から反対す

る旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、六法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 なお、六法律案に対し、簡易郵便局を含めた郵便局ネットワークの現行水準が維持さ

れるとともに、万が一にも国民の利便に支障がないよう万全を期すこと等十五項目から

成る附帯決議が行われました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年一〇月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一、国民の貴重な財産であり、国民共有の生活インフラ、セーフティネットである郵便

局ネットワークが維持されるとともに、郵便局において郵便の他、貯金、保険のサー

ビスが確実に提供されるよう、関係法令の適切かつ確実な運用を図り、現行水準が維

持され、万が一にも国民の利便に支障が生じないよう、万全を期すること。 

  簡易郵便局についても郵便局ネットワークの重要な一翼を構成するものであり、同

様の考え方の下で万全の対応をすること。 

二、長期の代理店契約、基金の活用等により、郵便局が長年提供してきた貯金、保険の

サービスが民営化後も引き続き提供されるよう配慮すること。そのため、承継計画に

おいて、郵便局株式会社と郵便貯金銀行、郵便保険会社の間で移行期間を超える長

期・全国一括の代理店契約の締結を明確にすること。なお、基金についても、二兆円

規模まで積み立てること。 

三、持株会社及び四子会社が、統合的な経営戦略に基づき、郵便局ネットワークを維

持・活用できるよう、以下のとおり株式の持ち合いを認めること。 

 １ 持株会社について、移行期が終了した後は、特殊会社としての性格を考慮しつつ

経営判断により他の民間金融機関と同様な株式保有を可能とし、その結果、株式の

連続的保有が生じることを妨げないこと。そのため、郵政民営化法第百六条、第百

三十六条の趣旨を踏まえ、株主総会に係る株主の権利行使の基準日を適切に定款に

規定すること。 

 ２ 移行期間中と言えども、郵政民営化法第百五条、第百三十五条の決定がなされた

場合及び持株会社が郵便貯金銀行、郵便保険会社の全株式を処分した後は、郵便局

株式会社が、特殊会社としての性格を考慮しつつ、経営判断により密接な取引関係



を有する郵便貯金銀行、郵便保険会社株式を他の民間金融機関の例と同様に保有し

グループとしての経営が可能であること。 

 ３ 前記１、２によりグループとして株式の連続保有が可能となっていることに加え、

民営化委員会が行う三年ごとの経営形態のあり方を含めた総合的な見直しの中で必

要があれば更なる措置を講ずること。 

 ４ 新たに設立される株式会社がそれぞれの経営判断により、新規事業への投資に加

え、必要に応じ前記１、２、３を踏まえた適切な経営形態を採ることを可能とする

ため、持株会社において財務計画を定めるなど必要な措置を講ずること。 

四、民営化委員会が行う三年ごとの見直しには、設置基準に基づく郵便局の設置状況、

金融保険サービスの提供状況を含めること。また、民営化の進捗状況及び民営化会社

の経営状況を総合的に点検・見直しを行うとともに、国際的な金融市場の動向等を見

極めながら、必要があれば経営形態のあり方を含めた総合的な見直しを行うこと。 

  なお、民営化委員会の三年ごとの見直しに関する意見については、郵政民営化法第

十一条第二項によって国会へ報告されることとされているが、更に、郵政民営化推進

本部がその意見を受けて施策を講ずるに当たっては、国会へ報告し、その意見を十分

聴取するよう求める。 

五、民営化後の各会社については、ロゴマークの統一、活発な人事交流等により、郵政

グループとしての一体感の醸成を図り、職員のモラールの維持・向上に万全を期する

こと。特にロゴマークについては、国営、公社の時代を通じて長年国民に親しまれて

きた貴重な財産であり、引き続き使用すること。 

六、郵政民営化法附則第三条の運用に当たっては、郵政民営化のための情報システムに

ついて、万が一にもシステムリスクが顕在化し、国民生活に支障の生ずることのない

よう、日本郵政公社と協力しつつ適切に対応すること。 

七、日本郵政公社は、民営化後の郵便貯金銀行、郵便保険会社が、預金保険機構、生命

保険契約者保護機構に加入することに鑑み、民営化までに郵便貯金の限度額、簡易保

険の保険金額の管理や口座の管理の徹底を含めコンプライアンス面での態勢を確立す

ること。 

八、移行期間における業務範囲の段階的拡大を的確かつ円滑に実現するため、経営委員

会（準備企画会社）及び民営化委員会を準備期間内のできるだけ早い時期に設置し、

関係会社及び関係行政機関で予め先行的に検討と準備を進めること。 

  なお、経営委員会（準備企画会社）と日本郵政公社が一体となって円滑に民営化の

準備を進められるよう配慮すること。 

九、民営化委員会の運営については、透明性の高いルールの下、積極的な情報公開に努

めること。 

  また、民営化委員会の人選については、広く国民各層の声を反映できるよう公平・

中立を旨とすること。 



十、毎年巨額の国債を発行しているわが国の財政体質を早急に改善するとともに、それ

までの間、郵政民営化法第百六十二条の適切な運用により国債の消化に支障を生ずる

ことのないよう対応すること。 

十一、職員が安心して働ける環境づくりについて、以下の点にきめ細やかな配慮をする

など適切に対応すること。 

 １ 現行の労働条件及び処遇が将来的にも低下することなく職員の勤労意欲が高まる

よう十分配慮すること。 

 ２ 民営化後の職員の雇用安定化に万全を期すること。 

 ３ 民営化の円滑な実施のため、計画の段階から労使交渉が支障なく行われること。 

 ４ 労使交渉の結果が誠実に実施されること。 

 ５ 新会社間の人事交流が円滑に行われること。 

十二、民営化後においても良好な労使関係の維持に努めるとともに、万一、労働争議が

発生した場合にも特別送達等の公的サービスはしっかり担保されるよう、万全の体制

を構築すること。 

十三、特定郵便局の局舎の賃貸借契約の期間については、業務基盤の安定性を確保する

観点から、民間における契約の状況を参考としつつ、長期の契約とするなど、適切な

対応を行うこと。また、特定郵便局の局舎の賃貸借料は、現在、適切な算出基準に基

づいて算出されているところであり、民営化後も引き続き適切な算出基準に基づく賃

貸借料を維持すること。 

十四、商法等の規定を活用し、敵対的買収に対する適切な防衛策を措置すること。 

十五、税制等に関し、以下の点について十分配慮すること。 

 １ 税制については、民営化に伴う激変緩和の必要性の有無、四分社化、基金の設置

など郵政民営化に特別な論点を踏まえつつ、消費税の減免などを含め関係税制につ

いて所要の検討を行うこと。 

 ２ 郵政民営化により法人税等の税収が増加することを踏まえ、過疎対策や高齢者対

策の充実を図ること。 

  右決議する。 


